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Ⅰ．調査の概要 

 

（1）目的 

子育てをはじめとした生活面への支援策、就業支援策等、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の自立

を促進するための施策を計画に盛り込むため、ひとり親家庭等の家庭生活及び社会生活にかかる実態

及び支援のニーズを把握することを目的に実施しました。 

 

（2）対象 

  母子・父子家庭 3,879人（児童扶養手当〔支給停止者含む〕、ひとり親家庭医療助成対象者） 

寡婦       109人（枚方市母子寡婦福祉会会員） 

 

（3）実施時期 

令和２年5月7日（木）～6月30日（火） 

 

（4）調査の項目 

 

１．ひとり親家庭用の項目 ２．寡婦用の項目 

・フェース項目 

・仕事と収入について 

・住居について 

・養育費等について 

・生活一般・各種制度について 

・フェース項目 

・仕事と収入について 

・住居について 

・あなたが母子家庭であった時期のことについて 

・生活一般・各種制度について 

 

（5）調査方法 

 

 配布方法 回収方法 

母子・ 

父子家庭 

児童扶養手当やひとり親家庭医療助

成対象者の原則、全世帯に郵送。 

アンケート発送時に同封していた返

信用封筒による返送。 

寡婦 枚方市母子寡婦福祉会の協力を得て

会員へ配布。 

アンケートに同封していた返信用封

筒による返送。 
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（6）回収結果 ※暫定 

回収結果は下表のとおりです。 

 配布数 

（件） 

回収数 

（件） 

無効票 

（件） 

有効回収数 

（件） 

有効回収率 

（％） 

母子・ 

父子家庭 3,879 1,774 68 

1,706 

（母子 1634＋父子

67＋母子・無回答 5） 

44.0 

寡婦 109 66 0 66 60.6 

 

 

（7）報告書の見方 

・本報告書には、「寡婦」の調査結果は含まれていません。 

・図表のタイトル・グラフの中に、「Ｎ」とあるのは、「回答者数」のことです。 

・設問が複数回答の場合は、図表のタイトルの中に「複数回答」と示しています。そのあとに例えば「２

つまで」と記載している場合は、○を付けることのできる選択肢数が２つまでであり、また特に記載

がない場合はいくつでも選択肢に○を付けてよいことを示しています。 

・集計数表は、小数点第２位を四捨五入して算出しました。したがって、回答比率を合計しても 100％

にならない場合もあります。 

・複数回答の比率はすべての比率を合計すると 100％を超える場合もあります。 
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Ⅱ．調査の結果 

１ あなたやご家族について 

（１）ひとり親家庭の親の性別・年齢 

ひとり親家庭では、全体の 95.8％が「母親」となっており、「父親」は 3.9％となっています。 

年代は、母子家庭では 45～49 歳が 26.7％で最も多く、40～45 歳も同程度の割合(24.8％)

となっています。父子家庭では、45～49 歳が 40.3％で最も多くなっています。 

 

ひとり親家庭の親の性別・年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」の母について、前回調査では『40～44 歳』が最も多くなっていたことに対し、今

回調査においては『45～49 歳』が 2.1ポイント増加し、最も多くなっています。「父子家庭」の

父についても、前回調査では『40～44歳』が最も多くなっていたことに対し、今回調査において

は『45～49 歳』が 19.1 ポイント増加し、最も多くなっています。 

 

（２）ひとり親家庭になってからの期間 

ひとり親家庭になってからの期間は、母子家庭では「10 年以上」が最も多く、32.6％となって

います。次いで、「5～10 年未満」が 30.4％となっています。父子家庭では、「5～10 年未満」が

最も多く 41.8％、次いで「10 年以上」が 22.4％となっています。 

 

ひとり親家庭になってからの期間 

 

 

 

 

 

 

0.1

1.5

1.6

0.0

5.6

1.5

10.3

4.5

17.1

10.4

24.8

10.4

26.7

40.3

10.9

16.4

2.5

14.9

0.3

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①～19歳 ②20～24歳 ③25～29歳
④30～34歳 ⑤35～39歳 ⑥40～44歳
⑦45～49歳 ⑧50～54歳 ⑨55歳以上

4.8

4.5

15.7

16.4

16.2

14.9

30.4

41.8

32.6

22.4

0.3 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①１年未満 ②１～３年未満 ③３～５年未満

④５～10年未満 ⑤10年以上 無回答

95.8 3.9
0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（ｎ= 1,706）

①ひとり親家庭の母 ②ひとり親家庭の父 無回答
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【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査では『5 年～10 年未満』が最も多くなっていたことに対し、今

回調査においては、『10 年以上』が 6.5 ポイント増加し、最も多くなっています。「父子家庭」に

おいては、前回同様『5～10 年未満』が最も多く、11.5 ポイント増加しています。 

 

（３）ひとり親家庭になった理由 

ひとり親家庭になった理由では、母子家庭、父子家庭ともに「離婚」が最も多く、８割以上を占

めています。(母子家庭：83.9%、父子家庭：83.6％)。母子家庭では、「婚姻はしていない」が 9.1％

で２番目に多くなっています。父子家庭では、「死別」が 14.9％で２番目に多くなっています。 

 

ひとり親家庭になった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」については、前回調査では『離婚』に次いで、『死別』が多かったことに対し、今回

調査については『離婚』に次いで、『婚姻はしていない』が多く、2.６ポイント増加しています。「父

子家庭」については、『離婚』が 10.9ポイント増加し、『死別』が 9.3ポイント減少しています。 

 

（４）現在同居している世帯員 

現在同居している世帯員は母子家庭、父子家庭ともに、「本人と子どものみ」が最も多く、8割近

くを占めています。(母子家庭：76.4％、父子家庭：79.1％) 

 

現在同居している世帯員 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

前回調査から、特に、顕著な変化はありません。 

6.0 

14.9

83.9

83.6

9.1

0

0.1

0

0.6

1.5

0.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①死別 ②離婚 ③婚姻はしていない

④生死不明 ⑤その他 無回答

76.4 

79.1

18.5

14.9

4.3

6.0 

0.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①本人と子どものみ ②三世代居住

③その他 無回答
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9.9 

0.8 

26.6 

20.3 

21.9 

0.7 

7.0 

2.6 

6.2 

2.3 

1.7 

0 10 20 30 40 50

１.小学校入学前（保育所(園) ・幼稚園・認定こど

も園等に入園している）

２.小学校入学前（保育所( 園）・幼稚園・認定こ

ども園等に入園していない)

３.小学生

４.中学生

５.高校生・高等専門学校

６.短大生

７.大学生

８.専修学校・各種専門学校

９.就労

10.無職

11.その他

（％）

全体（ｎ= 2,872）

（５）同居の子どもの就学・就労状況（ひとり親家庭） 

同居の子どもの現在の就学・就労状況については、「小学生」が 26.6％で最も多く、次いで「高

校生・高等専門学校」が 21.9％、「中学生」が 20.3％となっています。 

進学希望については、大学卒が 43.6％で最も高くなっています。また、「子どもの意思に任せる」

と答えた人も 35.7％見られます。 

 

同居の子どもの就園・就学・就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同居の子どもの就学・就労状況別希望する（していた）進路等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.5 

7.8 

1.9 

43.6 

1.8 

4.0 

3.4 

35.7 

1.3 

0 10 20 30 40 50

１.中学卒

２.高校卒

３.短大卒

４.大学卒

５.大学院卒

６.専門学校卒

７.就職

８.子どもの意志に任せる

９.その他

（％）

全体（ｎ= 2,729）
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94.5 5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（ｎ= 2,796）

①扶養している ②扶養していない

【前回調査との比較】 

 「同居の子どもの現在の就学・就労状況について」は、前回調査から、特に、顕著な変化はあり

ません。 

「進学希望について」は、前回調査と同様、『大学卒』に次いで、『子どもの意思に任せる』が多

く、それぞれ 7.2 ポイント、5.3 ポイント増加しています。 

 

（６）現在の扶養関係 

現在の子どもの扶養については「扶養している」が 94.5%を占めています。 

 

現在の扶養関係 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査から、特に、顕著な変化はありません。 

 

２ 仕事と収入について 

（1）現在の就業形態 

現在の就業形態は、母子家庭では「正社員」が 39.8%で最も多く、次いで「パート・アルバイト」

が 37.1%、「無職」が 9.5%となっています。 

父子家庭では「正社員」が 50.7%で最も多く、次いで「自営業主」が 16.4%「無職」が 13.4%

となっています。 

現在の就業形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」について、前回調査では、『パート・アルバイト』が最も多くなっていたことに対し、

今回調査においては、『正社員』が 5.1 ポイント増加し、最も多くなりました。「父子家庭」につい

ては、『正社員』が 8.3ポイント増加、『パート・アルバイト』が 10.8ポイント減少しています。 

39.8

50.7

37.1

10.4

4.3

1.5

3.2

16.4

0.6

1.5

0.4

0.0

9.5

13.4

4.8

4.5

0.2

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①正社員 ②パート・アルバイト
③人材派遣会社の派遣社員 ④自営業主（商店主, 農業など）
⑤自営業の手伝い（家族従事者） ⑥家庭で内職
⑦無職 ⑧その他
無回答
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13.9

12.3

20.0

5.3

16.5

8.8

19.7

21.1

17.6

40.4

12.3

12.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,475）

父子家庭（ｎ= 57）

①１年未満 ②１～３年未満 ③３～５年未満
④５～10年未満 ⑤10年以上 無回答

（2）現在の職種 

就労している人の現在の職種は、母子家庭では「専門知識・技術を生かした仕事」が 28.9%で最

も多く、次いで「事務的な仕事」が 25.8%、「営業・販売の仕事」が 12.6%となっています。 

父子家庭では「製造・技能・労務の仕事」が 31.6%で最も多く、次いで「専門知識・技術を生か

した仕事」が 21.1%、「営業・販売の仕事」および「運輸・通信の仕事」がともに 12.3%となって

います。 

現在の職種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『事務的な仕事』が 5.6 ポイント増加、『営業・販売の仕事』が 3.5ポイ

ント減少しています。「父子家庭」について、『製造・技能・労務の仕事』が 4.9 ポイント増加、『運

輸・通信の仕事』が 7.7 ポイント減少しています。 

 

（3）現在の仕事の勤続年数 

就労している人の現在の仕事の勤続年数について、母子家庭では「1～3年未満」が 20.0%で最

も多く、次いで「5～10 年未満」が 19.7%、「10 年以上」が 17.6%となっています。 

父子家庭では「10年以上」が最も多く、40.4％となっています。 

 

現在の仕事の勤続年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.9

21.1

0.9

3.5

25.8

0.0

12.6

12.3

0.1
0.0

1.4

12.3

4.0

31.6

11.9

8.8

14.5

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,475）

父子家庭（ｎ= 57）

①専門知識・技術を生かした仕事（教員、介護職員、看護師、システムエンジニア）
②管理的な仕事（企業、団体の管理職員など）
③事務的な仕事（一般事務、経理事務、医療事務など）
④営業・販売の仕事（商店店員、セールス、外交員など）
⑤農林漁業の仕事（農業など）
⑥運輸・通信の仕事（タクシー等運転手、電話交換手など）
⑦製造・技能・労務の仕事（製造技能工、建設技能工など）
⑧その他
無回答
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【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『10 年以上』が 4.4ポイント増加、『1年未満』が 4.1 ポイント減少し

ています。「父子家庭」について、『10 年以上』が 17.1 ポイント増加、『1 年未満』、『１～3年未

満』がそれぞれ 4.4ポイント、14.7ポイント減少しています。 

 

（4）ひとり親家庭になる前後での仕事上の変化 

ひとり親家庭になる前となった後で仕事上に変化があったかについては、母子家庭では「新規に

仕事についた」が 31.7%で最も多く、次いで「そのまま、その仕事を続けた」が 24.6%、「転職し

た」が 23.6%となっています。 

父子家庭では「そのまま、その仕事を続けた」が 50.7%で最も多く、次いで「転職した」が 28.4%

となっています。 

 

ひとり親家庭になる前後での仕事上の変化（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査から、特に、顕著な変化はありませんでした。「父子家庭」につ

いて、『転職した』が 7.2 ポイント増加、『そのまま、その仕事を続けた』が 9.9 ポイント減少して

います。 

 

（５）仕事を見つけた方法 

ひとり親家庭になった後「転職した」「新規に仕事についた」「仕事を追加した」と回答した人に、

仕事を見つけた方法についてきいたところ、母子家庭では「求人情報誌・求人広告(チラシ・新聞)」

が 23.5%で最も多く、次いで「ハローワーク」が 21.6%、「求人サイト」が 17.2%となっていま

す。 

父子家庭では「ハローワーク」が 26.1%で最も多く、次いで「求人情報誌」が 21.7％、「友人・

知人などの紹介」が 17.4％となっています。 

 

 

 

 

24.6

50.7

23.6

28.4

31.7

4.5

3.3

1.5

3.8

7.5

2.6

2.4 8.0 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①そのまま、その仕事を続けた ②転職した
③新規に仕事についた ④仕事を追加した
⑤仕事をやめ無職になった ⑥そのまま無職を続けた
⑦その他 無回答
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21.6

1.7

1.9

3.7

15.2

23.5

17.2

5.4

0.3

6.5

3.0

26.1

0.0

4.3

8.7

17.4

21.7

13.0

0.0

0.0

4.3

4.3

0 20 40

①ハローワーク

②ハローワーク以外の就労支援機関

③母子家庭等就業・自立支援センター

④親や兄弟姉妹、親戚などの紹介

⑤友人・知人などの紹介

⑥求人情報誌・求人広告（チラシ・新聞）

⑦求人サイト

⑧派遣登録

⑨市役所の窓口

⑩その他

無回答
母子家庭（ｎ= 957）

父子家庭（ｎ= 23）

35.8

30.4

3.4

16.6

31.2

31.9

7.3

13.5

2.9

21.1

26.3

10.5

15.8

31.6

21.1

10.5

10.5

0.0

0 20 40

①時給・給与が高い

②正規の職員になれる

③保育に関する支援が充実

④資格・技能を活かせる

⑤時間に融通が利く

⑥自宅から近い

⑦人間関係が良い

⑧その他

無回答 母子家庭（ｎ= 385）

父子家庭（ｎ= 19）

 

仕事を見つけた方法（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査では、『求人情報誌』、『ハローワーク』に次いで、『友人・知人

等の紹介』が多くなっていたことに対し、今回調査では、『求人情報誌』、『ハローワーク』に次いで、

『求人サイト』が前回調査より 8.8 ポイント増加し、3 番目に多くなっています。 

 

（６）転職した理由 

ひとり親家庭になった後「転職した」と回答した人に、転職した理由についてきいたところ、母

子家庭では「時給・給与が高い」が 35.8%で最も多く、次いで「自宅から近い」が 31.9%、「時間

に融通が利く」が 31.2%、「正規の職員になれる」が 30.4％となっています。 

父子家庭では「時間に融通が利く」が 31.6%で最も多く、次いで「正規の職員になれる」が 26.3％

となっています。 

転職した理由（複数回答） 
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【前回調査との比較】 

 今回調査で新たに追加した質問のため、比較ができません。 

 

（７）ひとり親家庭になった直後、無職になった（または無職を続けた）理由 

ひとり親家庭になった直後、「仕事をやめ無職になった」「そのまま無職を続けた」と答えた人に、

無職になった（または無職を続けた）理由についてきいたところ、母子家庭では「自分が働ける健

康状態ではなかった」が 53.3%で最も多く、次いで「子どもの健康上の不安があった」が 23.8%、

「子どもの保育の手立てがなかった」および「仕事をする気持ちになれなかった」が 22.9％となっ

ています。父子家庭では「子どもの保育の手立てがなかった」が 60.0％となっています。 

 

ひとり親家庭になった直後、無職になった（または無職を続けた）理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査と今回調査で、回答数が異なるため、比較ができません。 

 

（８）収入の種類 

収入の種類については、「あなたの就労収入」が母子家庭で 88.1%、父子家庭で 83.6%と最も多

く、次いで「児童扶養手当」が母子家庭で 69.7%、父子家庭で 55.2%、「児童手当」が母子家庭で

62.2%、父子家庭で 56.7%となっています。 

0.0

3.8

17.1

3.8

5.7

22.9

23.8

53.3

7.6

22.9

5.7

4.8

17.1

1.9

0.0

0.0

40.0

0.0

0.0

60.0

40.0

20.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

①仕事の探し方がわからなかった

②収入について条件の合う仕事がなかった

③時間・曜日について条件の合う仕事がなかった

④年齢制限のため仕事がなかった

⑤仕事に必要な専門知識や資格がなかった

⑥子どもの保育の手立てがなかった

⑦子どもの健康上の不安があった

⑧自分が働ける健康状態ではなかった

⑨自分に要因があった（離婚調停など）

⑩仕事をする気持ちになれなかった

⑪他の家族の世話や介護をする必要があった

⑫働く必要がなかった

⑬その他

無回答

母子家庭（ｎ= 105）

父子家庭（ｎ= 5）
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11.9

11.9

14.6

4.5

14.6

10.4

18.0 

17.9 

11.9

13.4

13.5

20.9

6.0

11.9

3.5

7.5

5.9

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①100万円未満 ②100～150 万円未満

③150～200 万円未満 ④200～250 万円未満

⑤250～300 万円未満 ⑥300～400 万円未満

⑦400～500 万円未満 ⑧500万円以上

無回答

 

収入の種類（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」について、「あなたの就労収入」が 1.9 ポイント、「養育費」が 2.4 ポイント増加し、

「児童扶養手当」が 9.5 ポイント、「児童手当」が 3.0 ポイント減少しています。 

 

（９）令和元年（1～12 月）の年間総収入（税込） 

令和元年（1～12 月）の年間総収入（税込）について、母子家庭では「200～250 万円未満」

が 18.0%で最も多く、次いで「100～150 万円未満」および「150～200 万円未満」がともに

14.6%となっています。 

父子家庭では「300～400 万円未満」が 20.9%で最も多く、次いで「200～250 万円未満」

が 17.9%、「250～300 万円未満」が 13.4％となっています。 

 

令和元年（1～12 月）の年間総収入（税込） 

 

 

 

 

 

 

 

88.1

5.9

69.7

62.2

8.8

4.3

18.7

8.1

0.3

4.7

1.2

83.6

3.0

55.2

56.7

11.9

3.0

6.0

6.0

0.0

1.5

1.5

0 20 40 60 80 100

①あなたの就労収入

②家族の就労収入

③児童扶養手当

④児童手当

⑤年金

⑥親・親戚からの援助

⑦養育費

⑧生活保護費

⑨家賃等収入

⑩その他

無回答
母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）
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22.3

16.7

19.1

6.1

13.7

15.2

15.5 

10.6 

8.6

18.2

10.4

12.1

4.9

10.6

3.3

7.6

2.3

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,537）

父子家庭（ｎ= 66）

①100万円未満 ②100～150 万円未満

③150～200 万円未満 ④200～250 万円未満

⑤250～300 万円未満 ⑥300～400 万円未満

⑦400～500 万円未満 ⑧500万円以上

無回答

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査では、『100万円未満』が 21.3％で最も多くなっていたことに

対し、今回調査では『200～250 万円未満』が 5.9 ポイント増加し、最も多くなっています。ま

た、『100 万円未満』は 9.4 ポイント減少しています。 

 「父子家庭」について、前回調査では『200～250 万円未満』が 18.2％で最も多くなっていた

ことに対し、今回調査では『300～400 万円未満』が 11.8 ポイント増加し、最も多くなっていま

す。 

 

（10）令和元年（1～12 月）の年間総収入のうち就労による収入 

令和元年（1～12 月）の年間総収入のうち就労による収入について、母子家庭では「100 万円

未満」が 22.3%で最も多く、次いで「100～150 万円未満」が 19.1%、「200～250万円未満」

が 15.5%となっています。 

父子家庭では「250～300 万円未満」が 18.2%で最も多く、次いで「100 万円未満」が 16.7%、

「150～200 万円未満」が 15.2%となっています。 

 

令和元年（1～12 月）の年間総収入のうち就労による収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『200～250 万円未満』が 3.9ポイント増加、『100 万円未満』が 3.5

ポイント、『100～150 万円未満』が 2.9 ポイント減少しています。 

 「父子家庭」について、『250～300 万円未満』が 14.9 ポイント増加、『100～150 万円未満』

が 7.2 ポイント減少しています。 

 

（11）仕事をするための資格（ひとり親家庭） 

ひとり親ご自身が仕事をするために「すでに取得している資格」について、母子家庭では無回答(特

になし)を除くと、「介護職員(旧ホームヘルパー)」が 13.9%で最も多く、次いで「介護福祉士」が

8.5%、「医療事務」が 6.9%となっています。 

父子家庭では無回答(特になし)を除くと、「調理師」が 7.5％で最も多く、次いで「介護職員(旧ホ

ームヘルパー)」が 6.0%、「介護福祉士」が 4.5%となっています。 
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63.5 

35.8

34.9

64.2

1.7

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①転居した ②転居していない 無回答

「仕事するために今後取得したい資格」について、母子家庭では無回答(特になし)を除くと、「医

療事務」が 8.8％で最も多く、次いで「介護福祉士」が 6.0%、「ケアマネジャー」が 5.1%となっ

ています。父子家庭では無回答(特になし)を除くと、「調理師」および「介護福祉士」がともに 3.0％

となっています。 

 

仕事をするためにすでに取得               仕事をするために今後取得 

している資格 （複数回答）               したい資格（複数回答） 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査から、特に、顕著な変化はありません。  

 

３ 住居について 

（1）住居の状況 

① ひとり親家庭になった直後の転居の有無 

ひとり親家庭になった直後に転居したかどうかについては、母子家庭では 63.5%が「転居した」

であるのに対し、父子家庭では 64.2%が「転居していない」となっています。 

 

ひとり親家庭になった直後の転居の有無 

 

 

 

 

 

5.9

0.1

2.4

1.7

0.8

6.4

2.6

2.1

8.5

13.9

0.2

0.0

0.3

0.2

6.9

2.8

9.4

53.7

0.0

0.0

7.5

0.0

0.0

1.5

0.0

1.5

4.5

6.0

0.0

0.0

0.0

1.5

0.0

1.5

17.9

71.6

0 20 40 60 80

看護師

保健師

調理師

栄養士

歯科衛生士

保育士

理容師・美容師

ケアマネジャー

介護福祉士

介護職員（旧ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ）

理学療法士

作業療法士

鍼灸師

柔道整復師

医療事務

教員

その他(①～③の総計)

無回答

母子家庭（ｎ=1,634）

父子家庭（ｎ=67）

4.9

1.0

3.4

2.9

0.9

2.5

0.8

5.1

6.0

2.3

0.7

1.3

0.8

0.3

8.8

0.4

5.5

70.0

0.0

0.0

3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.5

3.0

1.5

0.0

0.0

1.5

1.5

0.0

0.0

0.0

92.5

0 20 40 60 80 100

看護師

保健師

調理師

栄養士

歯科衛生士

保育士

理容師・美容師

ケアマネジャー

介護福祉士

介護職員（旧ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ）

理学療法士

作業療法士

鍼灸師

柔道整復師

医療事務

教員

その他(①～③の総計)

無回答

母子家庭（ｎ=1,634）

父子家庭（ｎ=67）
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【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査から、特に、顕著な変化はありませんでしたが、「父子家庭」に

ついては、『転居した』が 11.6 ポイント増加し、『転居していない』が 8.5 ポイント減少していま

す。  

 

② 賃貸住宅を探す時や入居する時に「困っている」または「困った」こと 

ひとり親家庭になった直後に「転居した」と答えた人に、賃貸住宅を探す時や入居する時に「困

っている」または「困った」ことについてきいたところ、「家賃が高い」が母子家庭で 62.9%、父

子家庭で 41.7％と最も高くなっています。「特に困ったことはない」と答えた人は、父子家庭では

29.2％と約３割見られますが、母子家庭では 10.0％に留まっています。 

 

賃貸住宅を探す時や入居する時に「困っている」または「困った」こと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査と今回調査で、回答数が異なるため、比較ができません。 

 

（2）住居の状況 

現在の住居の状況について、母子家庭では「民間賃貸住宅」が 33.2%で最も多く、次いで「持ち

家」が 26.2%、「親・親戚の家に同居」が 17.1%となっています。 

父子家庭では「持ち家」が 41.8%で最も多く、次いで「民間賃貸住宅」が 29.9%、「親・親戚の

家に同居」が 11.9%となっています。 

62.9

29.6

29.6

14.6

9.0

29.1

10.0

7.3

14.7

41.7

16.7

16.7

12.5

0.0

20.8

29.2

8.3

20.8

0 20 40 60 80

①家賃が高い

②希望する場所（駅・職場に近い、同じ学校の校区内

など）に住宅が見つからない

③保証金（敷金等）などの一時金が確保できない

④連帯保証人が見つからない

⑤入居可能な賃貸住宅の情報が不足している

⑥府営住宅・市営住宅になかなか入れない

⑦特に困ったことはない

⑧その他

無回答

母子家庭（ｎ= 1,037）

父子家庭（ｎ= 24）
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33.2

29.9

12.3

9.0

4.3

4.5

17.1 

11.9 

26.2 

41.8 

0.1

1.5

3.9

0.0 

2.9

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①民間賃貸住宅 ②府営住宅・市営住宅 ③公団・公社賃貸住宅

④親・親戚の家に同居 ⑤持ち家 ⑥社宅・社員寮

⑦その他 無回答

19.2

17.2

25.8 

17.2 

39.3

44.8

13.8 

17.2 

1.1 

3.4 

0.9

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ=814）

父子家庭（ｎ= 29）

①３万円未満 ②３万円～５万円未満

③５万円～７万円未満 ④７万円～10万円未満

⑤10万円以上 無回答

住居の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査から、特に、顕著な変化はありませんでしたが、「父子家庭」に

ついては、『持ち家』が 9.7 ポイント減少しています。 

 

（3）１か月の家賃 

賃貸住宅に住んでいる人の１か月の家賃は、母子家庭、父子家庭ともに「5～7 万円未満」が最も

多く、それぞれ 39.3%、44.8%となっています。次いで母子家庭で「3～5 万円未満」が 25.8%、

「3 万円未満」が 19.2%となっています。 

 

１か月の家賃 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『3 万円～5 万円未満』が 6.6 ポイント増加、『5 万円～7万円未満』が

6.1 ポイント減少しています。 

 

４ 養育費等について（死別等でない方のみ） 

（1）養育費の受け取りについて 

① 養育費の受け取りについての取り決め 

「死別」を除く理由でひとり親家庭になった人に、養育費の受け取りについての取り決めについ

てきいたところ、母子家庭では何らかの方法で取り決めをした（「①公正証書、判決、調停調書等の

公的文書で取り決めをした」、「②①以外の私的文書で取り決めをした）、「③文書はないが取り決め
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27.7

15.8

6.4 

1.8 

12.1

7.0 

48.1 

70.2 

5.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,536）

父子家庭（ｎ= 57）

①公正証書、判決、調停調書等の公的文書で取り決めをした

②①以外の私的文書で取り決めをした

③文書はないが取り決めをした

④取り決めをしなかった

無回答

をした）合わせた割合）のは 46.2%、「取り決めをしなかった」が 48.1%となっています。 

父子家庭では「取り決めをしなかった」が 70.2%で、何らかの方法で取り決めをした（「①公正

証書、判決、調停調書等の公的文書で取り決めをした」、「②①以外の私的文書で取り決めをした）、

「③文書はないが取り決めをした）合わせた割合）のは 24.6％となっています。 

 

養育費の受け取りについての取り決め 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」、「父子家庭」について、『取り決めをしなかった』がそれぞれ 4.3 ポイント、7.7ポ

イント増加しています。 

 

② 養育費の受け取り期間 

養育費の受け取りについて取り決めをしたと答えた人に、養育費の受け取り期間についてきいた

ところ、母子家庭では「20 歳まで」が最も多く、52.0％となっており、次いで「18 歳まで」が

18.6％となっています。父子家庭では「18 歳まで」および「20歳まで」がともに 28.6％となってい

ます。 

養育費の受け取り期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

0.6

18.6

52.0

10.7

0.3

17.8

0.0

0.0

28.6

28.6

7.1

0.0

35.7

0 20 40 60

１歳まで

15歳まで

18歳まで

20歳まで

22歳まで

それ以上

無回答

母子家庭（ｎ=709）

父子家庭（ｎ=14）
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6.8

21.4

30.9 

50.0 

35.1

7.1 

16.4 

14.3 

1.1 

0.0 

9.7

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ=709）

父子家庭（ｎ=14）

①１万円未満 ②１万円～３万円未満
③３万円～５万円未満 ④５万円～10万円未満
⑤10万円以上 無回答

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」では、『22 歳まで』が 5.9 ポイント増加、『20 歳まで』が 5.8 ポイント減少して

います。「父子家庭」については、前回調査の母数が極めて少ないため、比較ができません。 

 

③ 子どもひとり当たりの養育費の月額（月平均） 

養育費の受け取りについて取り決めをしたと答えた人に、子どもひとり当たりの養育費の月額（月

平均）をきいたところ、母子家庭では「3 万円～5 万円未満」が 35.1%で最も多く、次いで「1万

円～3 万円未満」が 30.9%となっています。 

父子家庭では「1万円～3 万円未満」が 50.0％で最も高くなっています。 

 

子どもひとり当たりの養育費の月額（月平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

前回調査から、特に、顕著な変化はありません。 

 

④ 現在の子どもの養育費の受給状況 

養育費の受け取りについて取り決めをしたと答えた人に、現在の子どもの養育費の受給状況につ

いてきいたところ、母子家庭では「定期的に受け取っている」と「不定期だが受け取っている」を

合わせて 26.8%、「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」と「一度も受け取ったこ

とはない」を合わせて 66.9%で、約７割が現在養育費を受け取っていない状況にあります。また、

52.0％は、「一度も受け取ったことはない」と回答しています。 

父子家庭では「一度も受け取ったことはない」と答えた人が 86.0％となっています。 

 

現在の子どもの養育費の受給状況 

 

 

 

 

 

 

 

21.3

7.0 

5.5 

1.8 

14.9

0.0 

52.0 

86.0 

6.4 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,536）

父子家庭（ｎ= 57）

①定期的に受け取っている

②不定期だが受け取っている

③受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない

④一度も受け取ったことはない

無回答
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38.0 17.0 14.0 6.1 

1.7 

1.3

0.9

21.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 229）

父子家庭（ｎ=0）

①1年未満 ②1年以上２年未満

③２年以上４年未満 ④４年以上６年未満

⑤６年以上～８年未満 ⑥8 年以上10年未満

⑦10年以上 無回答

64.2 31.9 14.8 9.2 8.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 229）

父子家庭（ｎ= 0）

①相手方に支払う意思がない

②相手方に経済的な問題がある

③子どもや自分が相手方と関わりたくない

④その他

無回答

【前回調査との比較】 

 前回調査と質問の回答方法に違いがあるため、比較ができません。 

 

⑤ 養育費を受け取った期間 

養育費を「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」と答えた人に、養育費を受け取

った期間についてきいたところ、「１年未満」が 38.0％で最も多く、次いで「１年以上～２年未満」

が 17.0％、「４年以上～６年未満」が 14.0％となっています。 

養育費を受け取った期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：父子家庭で「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」は 0 人 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査と質問の回答方法に違いがあるため、比較ができません。 

 

⑥ 養育費を現在受け取っていない理由 

養育費を「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」と答えた人に、養育費を現在受

け取っていない理由についてきいたところ、母子家庭では「相手方に支払う意思がない」が 64.2%

で最も多く、次いで「相手方に経済的な問題がある」が 31.9%、「子どもや自分が相手方と関わり

たくない」が 14.8%となっています。 

養育費を現在受け取っていない理由（複数回答、いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：父子家庭で「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」は 0 人 
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【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『相手方に経済的な問題がある』が 11.4 ポイント減少しています。 

 

⑦ 養育費がもらえないことに対しての行動 

養育費を「受け取ったことはあるが、現在は受け取っていない」あるいは「一度も受け取ったこ

とがない」と答えた人に、養育費がもらえないことに対しての行動についてきいたところ、母子家

庭で「何もしていない」が 79.4%と約 8 割を占め、「相手方と協議している」(6.0％)や「法的措置

を取っている」(7.8％)など何らかの行動を起こしている方は 14.9%にとどまっています。父子家

庭では、91.8％が「何もしていない」となっています。 

 

養育費がもらえないことに対しての行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『何もしていない』が 27.7 ポイント増加、『相手方と協議している』が

16.7 ポイント減少しています。 

 

（2）面会交流について 

① 面会交流についての取り決め状況 

「死別」を除く理由でひとり親家庭になった人に、面会交流についての取り決めについてきいた

ところ、母子家庭では「何らかの方法で取り決めをした」（「①公正証書、判決、調停調書等の公的

文書で取り決めをした」、「②①以外の私的文書で取り決めをした）、「③文書はないが取り決めをし

た）合わせた割合）のは 31.3%、取り決めをしなかったが 57.2%となっています。 

父子家庭では「取り決めをしなかった」が 71.9%で、「何らかの方法で取り決めをした」のは

19.3%にとどまっています。 

 

 

 

 

6.0 

0.0 

0.3

0.0 

1.1 

0.0 

7.8 

4.1 

79.4 

91.8 

5.5

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,027）

父子家庭（ｎ=49）

①相手方と協議している
②養育費の相談機関に相談している
③法的措置を取っている
④その他
⑤何もしていない
無回答
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17.4 

14.0 

4.3

1.8

9.6 

3.5 

57.2 

71.9 

11.5 

8.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,536）

父子家庭（ｎ=57）

①公正証書、判決、調停調書等の公的文書で取り決めをした

②①以外の私的文書で取り決めをした

③文書はないが取り決めをした

④取り決めをしなかった

無回答

9.1

0.0

7.3

0.0

5.6 

9.1 

1.0 
0.0 

35.9 

54.5 

12.4 

9.1 

28.6 

27.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 482）

父子家庭（ｎ= 11）

①０回 ②年に１～３回

③年に４～６回 ④年に７～11回

⑤月１回程度(年に12回)           ⑥月１回以上(年に13回以上)           

無回答

面会交流についての取り決め状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」について、『取り決めをしなかった』が 2.7 ポイント増加し、『何らかの取り決めを

した』が 4.6ポイント減少しました。「父子家庭」においては、ほぼ前回調査と同様です。 

 

② 面会交流の頻度 

面会交流について取り決めをした人に、面会交流の頻度について聞いたところ、母子家庭では、「月

に１回(年に 12 回)」が 35.9％で最も多く、次いで「月に 1 回以上(年に 13 回以上)」が 12.4％

となっています。父子家庭でも「月に１回(年に 12 回)」が 54.5％で最も多くなっています。 

 

面会交流の頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、『月 1 回程度』が 6.4 ポイント増加、『年に 7～11 回』が 28.5 ポイン

ト減少しています。 

 

③ 現在の面会交流の実施状況 

現在の面会交流の実施状況は、母子家庭では「現在、面会交流を行っている」が 44.0%、「過去

に面会交流を行ったことはあるが、現在は行っていない」と「面会交流は行っていない」を合わせ
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44.0

63.6

22.4

18.2

30.1 

18.2 

3.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 482）

父子家庭（ｎ= 11）

①現在、面会交流を行っている

②過去に面会交流を行ったことはあるが、現在は行っていない

③面会交流は行っていない

無回答

4.0

0.0 

0.8

0.0 

1.2 

0.0 

21.7 

25.0 

64.4 

75.0 

7.9

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 253）

父子家庭（ｎ= 4）

①相手方と協議している ②相談機関に相談している

③法的措置を行っている ④その他

⑤何もしていない 無回答

て 52.5%で、約半数の方が現在面会交流を行っていない状況になっています。 

父子家庭では「現在、面会交流を行っている」が 63.6%となっています。 

 

現在の面会交流の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

「母子家庭」について、『過去に面会交流を行ったことはあるが、現在は行っていない』が 5.7 ポ

イントの増加、『面会交流は行っていない』が 3.7 ポイント、『現在、面会交流を行っている』が 1.3

ポイント減少しています。 

 

④ 面会交流を実施できないことに対しての行動 

面会交流を行っていない人に面会交流を実施できないことに対しての行動についてきいてみると、

母子家庭では「何もしていない」が 64.4%で最も多く、「相手方と協議している」（4.0％）など何

らかの行動を起こしている人は 6.0%となっています。同じく父子家庭でも、「何もしていない」の

割合が 75.0%と最も高くなっています。 

 

面会交流を実施できないことに対しての行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

前回調査から、特に、顕著な変化はありませんが、「母子家庭」について、何らかの行動を起こし

ている人が 3.2 ポイント減少しています。 
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0.9

3.0

28.6

20.9

46.9 

43.3 

19.6 

26.9 

2.7 

4.5 

1.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

①余裕がある ②普通

③苦しい ④大変苦しい

⑤わからない 無回答

５ 生活一般・各種制度について 

（1）現在の生活状況 

現在の生活状況について、母子家庭では「苦しい」が 46.9%と最も多く、次いで「普通」が 28.6％、

「大変苦しい」が 19.6％となっています。また、父子家庭では、「苦しい」が 43.3％と最も多く、

次いで「大変苦しい」がそれぞれ 26.9%となっており、母子家庭、父子家庭のぞれぞれ 66.5％、

70.2％が現在の生活状況を苦しいと感じています。「余裕がある」は母子家庭で 0.9%、父子家庭

で 3.0%にとどまっています。 

 

現在の生活状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」について、前回調査では『苦しい』に次いで、『大変苦しい』が 28.0％で多かった

ことに対し、今回調査では『苦しい』に次いで、『普通』が 28.6％で多くなっています。また、今

回調査では『普通』が 5.9 ポイントの増加、『大変苦しい』が 8.4 ポイント減少しています。 

 「父子家庭」について、前回調査より、『普通』が 14.8 ポイントの増加、『苦しい』が 14.3ポ

イント減少しています。 

 

（2）現在困っていること 

現在困っていることについて、母子家庭、父子家庭ともに「家計について」が最も多く、それぞ

れ 67.1%、64.2%となっています。次いで母子家庭では「仕事について」が 41.1%、「住居につ

いて」および「健康について」がともに 28.8%となっています。父子家庭では次いで「仕事につい

て」が 40.3%、「家事について」が 37.3％となっています。 
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28.5

62.2

30.1

11.1

5.0

14.3

17.6

5.9

4.0

5.0

12.7

5.5

1.5

31.3

44.8

37.3

7.5

4.5

10.4

29.9

1.5

4.5

7.5

13.4

4.5

3.0

0 20 40 60 80

①しつけ

②教育・進学（経済的理由）

③教育・進学（その他の理由）

④就職

⑤非行・問題行動

⑥健康

⑦食事・栄養

⑧不登校

⑨ひきこもり

⑩いじめ

⑪特にない

⑫その他

無回答

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

28.8

41.1

67.1

17.0

28.8

18.2

7.4

12.0

1.5

9.0

40.3

64.2

37.3

34.3

16.4

10.4

6.0

1.5

0 20 40 60 80

①住居について

②仕事について

③家計について

④家事について

⑤健康について

⑥親等の介護・健康について

⑦特にない

⑧その他

無回答 母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）

 

現在困っていること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

前回調査と今回調査で、回答数が異なるため、比較ができません。 

 

（3）子どもに関しての悩みの内容 

子どもに関しての悩みの内容について、母子家庭、父子家庭ともに「教育・進学（経済的理由）」

が最も多く、それぞれ 62.2%、44.8%となっています。次いで「教育・進学（その他の理由）」が

それぞれ 30.1％と 37.3％、「しつけ」がそれぞれ 28.5%と 31.3％となっており、母子家庭、父

子家庭ともに、悩みの内容についてはこの３項目が多くなっています。 

 

子どもに関しての悩みの内容（複数回答） 
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【前回調査との比較】 

前回調査と今回調査で、回答数が異なるため、比較ができません。 

 

（4）困ったことがあるとき相談する相手 

困ったことがあるとき相談する相手について、母子家庭、父子家庭ともに「家族・親戚」が最も

多く、それぞれ 73.6％、58.2％となっています。次いで母子家庭、父子家庭ともに「友人・知人」

で、それぞれ 63.5%、35.8%となっています。父子家庭では「相談先がない」が 20.9%となって

います。 

困ったことがあるとき相談する相手（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

前回調査と今回調査で、回答数が異なるため、比較ができません。 

 

（５）施設や制度について 

施設や制度について、「知らない」と答えた人の割合は、母子家庭では「養育費相談支援センター」、

「生活困窮者自立支援制度(自立相談支援センター)」、「母子・父子福祉推進委員による相談」、「男女

共生フロア・ウィル(相談事業等)」、「ショートステイ・トワイライトステイ事業」、「ひとり親家庭等

日常生活支援事業」で高く、75%以上となっています。 

父子家庭では「養育費相談支援センター」、「男女共生フロア・ウィル(相談事業等)」、「母子家庭等

就業・自立支援センター」、「ショートステイ・トワイライトステイ事業」、「生活困窮者自立支援制

73.6

63.5

0.5

0.5

0.7

19.2

5.0

10.7

0.1

0.2

2.4

6.9

6.1

0.9

58.2

35.8

0.0

1.5

0.0

17.9

6.0

11.9

0.0

0.0

3.0

20.9

1.5

3.0

0 20 40 60 80

①家族・親戚

②友人・知人

③母子父子福祉推進委員

④民生委員・児童委員、主任児童委員

⑤近所・自治会役員等

⑥職場の人

⑦市役所等（公的施設）

⑧学校

⑨枚方市母子寡婦福祉会

⑩枚方市父子福祉会

⑪子どもの育ち見守りセンター

（旧 子ども総合相談センター）

⑫相談先がない

⑬その他

無回答

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）
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73.6

54.7

53.4

64.7

75.0

78.2

56.7

52.8

76.8

78.6

45.7

31.0

17.1

77.8

51.1

62.7

25.6

83.2

49.2

60.0

76.1

70.1

77.6

79.1

77.6

80.6

82.1

73.1

82.1

80.6

62.7

65.7

35.8

85.1

73.1

77.6

52.2

85.1

74.6

68.7

0 20 40 60 80 100

子どもの育ち見守りセンター

母子父子寡婦福祉資金（修学資金等）の貸付制度

自立支援教育訓練給付金事業

高等職業訓練促進給付金事業

ひとり親家庭等日常生活支援事業

母子父子福祉推進委員による相談

母子家庭等就業・自立支援センター

ＪＲ通勤定期乗車券の特別割引制度

ショートステイ・トワイライトステイ事業

生活困窮者自立支援制度（自立相談支援センター）

保育所（園）での一時預かり事業

病児保育事業

留守家庭児童会

男女共生フロア・ウィル（相談事業等）

ファミリー・サポート・センター事業

子育ていつでも電話相談

ハローワーク枚方（マザーズコーナー等）

養育費相談支援センター

府営住宅等の福祉世帯枠での応募

高等教育の修学支援制度

母子家庭（ｎ= 1,634）
父子家庭（ｎ= 67）

度(自立相談支援センター)」「母子・父子福祉推進委員による相談」で 80％以上となっています。 

施設や制度について「知らない」と答えた人の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 前回調査と質問内容が異なるため、比較ができません。 

 

（6）施設や制度等の情報の入手先 

施設や制度の認知・利用についての設問で「知っている」に○をつけた人に、施設や制度等の情

報の入手先についてきいたところ、それぞれの施設や制度により差は見られるものの、「市役所等（公

的施設）」の割合が最も高い施設・制度が多くなっています。 
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施設や制度等の情報の入手先（複数回答） 

 

34.7

11.1

18.1

18.7

21.4

30.0

14.3

28.1

22.9

28.9

32.7

20.9

28.3

22.2

29.5

25.0

35.5

57.1

34.8

66.7

33.9

57.1

37.1

40.0

38.5

33.3

30.0

24.5

75.0

40.8

20.0

8.7 

11.1 

10.8 

16.7 

13.1 

14.3 

9.7 

16.7 

11.3 

14.3 

10.9 

20.0 

15.1 

25.0 

6.1 

30.0 

6.9 

10.0 

20.0 

6.7

22.2

15.4

33.3

13.4

14.3

15.6

9.9

8.6

9.1

12.2

9.0

11.4

0.3

4.0

1.2

0.6

1.8

14.3

3.2

1.4

1.1

0.8

0.5

0.9

20.0

0.2

0.2

0.8

9.7

22.2

8.3

8.3

0.3

0.4

0.7

1.8

0.5

2.0

4.1

0.5

0.2

0.2

4.0

5.9

8.3

5.0

4.3

1.8

1.8

2.2

4.6

10.0

4.9

1.9

4.7

3.0

7.8

6.9

2.8

3.2

3.9

25.0

3.8

10.0

9.8

7.6

20.0

5.0

11.1

7.6

8.3

6.4

14.3

8.0

16.7

11.0

7.2

20.0

7.9

50.0

9.3

20.0

8.2

25.0

9.0

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの育ち見守りセンター 母子家庭(n=300)

父子家庭(n=    9)

母子父子寡婦福祉資金（修学資金等）の貸付制度 母子家庭(n=630)

父子家庭(n=  12)

自立支援教育訓練給付金事業 母子家庭(n=642)

父子家庭(n=    7)

高等職業訓練促進給付金事業 母子家庭(n=463)

父子家庭(n=    6)

ひとり親家庭等日常生活支援事業 母子家庭(n=283)

父子家庭(n=    7)

母子父子福祉推進委員による相談 母子家庭(n=221)

父子家庭(n=    5)

母子家庭等就業・自立支援センター 母子家庭(n=584)

父子家庭(n=    4)

ＪＲ通勤定期乗車券の特別割引制度 母子家庭(n=657)

父子家庭(n=  10)

ショートステイ・トワイライトステイ事業 母子家庭(n=245)

父子家庭(n=    4)

生活困窮者自立支援制度（自立相談支援センター）母子家庭(n=211)

父子家庭(n=    5)

①子どもの育ち見守りセンター ②市役所等（公的施設）

③広報ひらかた ④インターネット

⑤母子寡婦福祉会・父子福祉会 ⑥民生委員・児童委員、主任児童委員

⑦学校・保育所（園）・幼稚園・認定こども園等 ⑧NPO 法人・民間団体

⑨家族・親戚・友人・知人等 ⑩その他

無回答
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施設や制度等の情報の入手先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1

6.7

7.2

5.2

2.8

14.8

13.8

16.3

0.0

8.2

4.0

18.2

9.2

7.5

24.3

40.0

18.8

28.6

13.1

13.9

26.9

26.2

60.0

27.7

40.0

33.5

52.0

33.3

30.2

44.4

18.0

23.1

9.1 

8.8 

5.1 

2.8 

27.8 

20.6 

20.0 

21.0 

40.0 

7.3 

8.0 

11.4 

50.0 

7.8 

11.1 

4.1 

15.4 

8.8

9.0

7.1

3.7

8.3

8.6

10.0

7.5

10.1

13.6

13.4

11.1

12.0

7.7

0.1

0.1

0.3

0.2

0.3

1.5

0.1

0.6

0.1

0.3

0.2

0.1

25.7

33.3

24.2

14.3

50.4

63.9

0.5

8.8

7.5

0.6

37.8

53.8

0.1

0.1

0.1

0.4

0.2

0.1

8.5

6.7

11.9

28.6

8.7

8.3

4.6

7.5

10.0

4.1

7.1

4.0

3.0

17.0

7.3

7.7

5.4

12.0

7.1

6.0

5.6

7.4

6.0

4.5

21.4

20.0

6.8

11.5

22.2

4.7

11.3

13.3

9.9

14.3

10.7

5.6

11.6

100.0

10.5

10.0

12.2

20.0

12.8

12.0

13.6

50.0

11.2

22.2

10.7

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所（園）での一時預かり事業 母子家庭(n=762)

父子家庭(n=  15)

病児保育事業 母子家庭(n=1,008)

父子家庭(n=  14)

留守家庭児童会 母子家庭(n=1,255)

父子家庭(n=  36)

男女共生フロア・ウィル（相談事業等） 母子家庭(n=216)

父子家庭(n=    1)

ファミリー・サポート・センター事業 母子家庭(n=683)

父子家庭(n=  10)

子育ていつでも電話相談 母子家庭(n=466)

父子家庭(n=    5)

ハローワーク枚方（マザーズコーナー等） 母子家庭(n=1,113)

父子家庭(n=  25)

養育費相談支援センター 母子家庭(n=132)

父子家庭(n=    2)

府営住宅等の福祉世帯枠での応募 母子家庭(n=716)

父子家庭(n=    92)

高等教育の修学支援制度 母子家庭(n=534)

父子家庭(n= 13)

①子どもの育ち見守りセンター ②市役所等（公的施設）

③広報ひらかた ④インターネット

⑤母子寡婦福祉会・父子福祉会 ⑥民生委員・児童委員、主任児童委員

⑦学校・保育所（園）・幼稚園・認定こども園等 ⑧NPO 法人・民間団体

⑨家族・親戚・友人・知人等 ⑩その他

無回答
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（7）ご自身の自立や生活の安定を図るために望む支援策（ひとり親家庭） 

ご自身の自立や生活の安定を図るために望む支援策として、母子家庭、父子家庭ともに「年金・

児童扶養手当の拡充」が最も多く、それぞれ 63.9%、58.2%、次いで「子どもの就学援助の拡充」

がそれぞれ 55.0%、50.7%、母子家庭で「医療費負担の軽減」が 40.8%、父子家庭で「子どもの

学習支援(学校外での学習機会の提供)」が 26.9%となっています。 

 

ご自身の自立や生活の安定を図るために望む支援策（複数回答、いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【前回調査との比較】 

 「母子家庭」、「父子家庭」ともに、『児童扶養手当の要件緩和（所得要件を本人のみに限定するな

ど）』がそれぞれ 13.6ポイント、8.8 ポイント増加しています。 

17.0

12.4

8.2

12.0

4.2

14.3

13.2

14.3

63.9

31.2

55.0

20.1

34.6

22.5

31.7

17.6

16.2

10.1

40.8

25.7

10.5

14.2

1.8

9.3

19.4

13.4

7.5

7.5

4.5

10.4

7.5

13.4

58.2

17.9

50.7

14.9

26.9

4.5

20.9

6.0

6.0

14.9

25.4

17.9

11.9

4.5

1.5

16.4

0 20 40 60 80

①気軽に相談できる場所や相談体制の充実

②夜間・土日祝日における相談体制の充実

③子育てに関する相談窓口の充実

④就労に関する情報提供・相談窓口の充実

⑤当事者同士で情報交換・相談ができる場の充実

⑥各種制度・サービスに関する広報の充実

⑦保育所等優先入所の推進、延長・休日・一時保育の充実

⑧病( 後) 児保育の充実

⑨年金・児童扶養手当の拡充

⑩児童扶養手当の要件緩和（所得要件を本人のみに限定するなど）

⑪子どもの就学援助の拡充

⑫子どもの学習支援（学習支援ボランティアの派遣）

⑬子どもの学習支援（学校外での学習機会の提供）

⑭正規雇用での就労機会の拡充

⑮ひとり親の雇用を推進する企業への支援

⑯職業訓練・受講料補助など経済的支援の拡充

⑰職業訓練や技能講習など機会の充実

⑱家事・子育て援助ヘルパー等の充実

⑲医療費負担の軽減

⑳市営住宅の増設・優先入居の推進

㉑ひとり親家庭等の人権施策の推進

㉒法的なことを相談できる体制の充実

㉓その他

無回答

母子家庭（ｎ= 1,634）

父子家庭（ｎ= 67）


